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情報提供ネットワークシステムへの接続申請について

○ 情報照会者及び情報提供者（法令の規定により事務の全部又は一部を行うこととされた者を含む。）は、情報
連携の開始に当たって、機関ごとに「情報提供ネットワークシステム 接続運用規程」に基づく接続申請を行うこ
ととなる。

○ 接続審査は、一次審査（都道府県知事部局分を除いて、取りまとめ都道府県において実施）を経て、総務省に
おいて二次審査を行う。

○ 接続申請において申請した事項については、情報提供ネットワークシステムを介した情報連携におけるマスタと
して登録されることとなる。

市町村首長部局市町村教育委員会

一部事務組合等

都道府県知事部局

都道府県教育委員会

取りまとめ

都道府県

J－LIS

（地方公共団体情報システム機構）

情報提供NWS
運営主体
（総務省）

二次審査一次審査申請者

市町村教育委員会は、
当該団体の首長部局
を経由して取りまとめ
都道府県に提出

情報共有サイト（申請処理機能）を使用して実施

接続審査のフロー
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接続申請⼀次審査
（取りまとめ都道府県）

５

情報提供ネットワークシステム接続申請スケジュール

情報共有サイト
公開

接続申請において、各機関で必要になる対応
作業名 作業概要

情報共有サイト
アカウント発⾏申請

接続申請に向けた
事前整理

接続申請に向けて、申請時に必要となる情報の確認や収集等を⾏う。

情報提供NWS運営主体（総務省）に対して、情報共有サイトを利⽤するためのアカウント発⾏申請を⾏う。

1

2２

接続申請

接続申請⼀次審査

情報提供NWS運営主体（総務省）に対して、情報連携開始に向けた接続申請を⾏う。

⼀次審査を⾏う取りまとめ都道府県及びJ-LISは、取りまとめ対象の機関から提出された接続申請について⼀次審査を⾏う。
4

４

５

・責任体制及び連絡窓⼝の整備・・・接続運⽤を適切に実施するための体制及び連絡窓⼝の整備
・情報連携を⾏う事務⼿続及び特定個⼈情報の整理・・・情報連携を⾏う事務⼿続及び特定個⼈情報の整理、また特定個⼈情報保護評価書の整理
・委任受任関係の整理・・・委任及び受任している事務の整理、またその根拠法令等の整理
・安全管理措置・・・安全管理措置⼀覧及び⾃⼰点検表の作成

情報共有サイト
アカウント発⾏申請⼀次審査 ⼀次審査を⾏う取りまとめ都道府県及びJ-LISは、取りまとめ対象の機関から提出された情報共有サイトアカウント発⾏申請について⼀次審査を⾏う。

３

平成28年

９⽉７⽉ ８⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉

接続申請⼆次審査
(総務省)

接続申請
⼀次審査（J-LIS）

５

接続申請に向けた事前整理
1 接続申請

市町村・都道府県教委
４

情報共有サイト
アカウント発⾏申請

情報共有サイト
アカウント発⾏申請⼆次審査

及びアカウント発⾏

2

情報共有サイト
アカウント発⾏申請

⼀次審査

３

1⽉ 2⽉ 3⽉

平成29年

接続申請に基づく本番⽤マスタデータ整備
（総務省）

本番⽤マスタデータ配信

【凡例】
・実線・・・⾃治体が⾏う作業
・点線・・・⾃治体以外が⾏う作業都道

府県

４
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接続申請における申請項目

○接続申請において、以下の項目を、取りまとめ都道府県・J-LISを通じて、総務省に提出することが
必要

接続申請の主な申請項目

＃ 概要申請項目

１  接続運用規程において求められる責任体制（責任者・管理者・
担当者）及び連絡窓口を提出

接続運用に係る体制

２
 情報連携を行う事務手続及び特定個人情報をすべて提出。ま

た、情報連携を行う事務についての特定個人情報保護評価の
実施状況を提出

情報連携を行う事務手続・
特定個人情報

３

 情報連携を行う事務手続及び特定個人情報について、番号法
別表第二で情報照会者・情報提供者として明示されていない
場合、委任に係る事務手続・特定個人情報の一覧及びそれぞ
れの法令上（法令の規定に基づく条例を含む。）の根拠を提出

事務委任に係る事務手続・
特定個人情報

４  接続運用規程の別紙で示す安全管理措置一覧の自己点検結
果を提出

安全管理措置の実施状況

申請様式

「責任体制登録（変更）申請書」
（様02-01）

「連絡窓口登録（変更）申請書」
（様02-02）

「情報連携事務・特定個人情報の
登録（変更）申請書」

（様03-07）

「情報照会者事務委任情報・情報
提供者事務委任情報の登録（変
更）申請書」

（様03-08）

「安全管理措置確認結果報告書」
（様02-06）
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情報提供ネットワークシステムへの接続申請に係る様式について

様式番号 様式名 概要

様02‐01 責任体制登録（変更）申請書
接続する機関としての責任者を登録するため
の様式

様02‐02 連絡窓口登録（変更）申請書

接続する機関の連絡窓口を登録するための
様式
平日日中連絡先として登録した連絡先に
ついては情報共有サイトで公開する

様02‐06 安全管理措置確認結果報告書
安全管理措置の一覧及び自己点検表の
結果報告を行うための様式

様03‐06 接続開始（再開）申請書 接続開始に向けた総括的な様式

様03‐07 情報連携事務・特定個人情報の登録
（変更）申請書

以下の項目を申請するための様式
①情報連携を行う法定事務
②情報提供を行う特定個人情報
③①・②に係るPIAの実施状況

様03‐08 情報照会者事務委任情報・情報提供者
事務委任情報の登録（変更）申請書

以下の項目の委任受任関係の申請様式
①情報照会を行う事務（受任関係のみ）
②情報提供を行う特定個人情報

様03‐09 独自利用事務に関する情報連携事務
の登録（変更）申請書

条例連携を行う事務を申請するための様式
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【接続申請様式】 責任体制登録（変更）申請書

記入不要

機関情報はプルダウンで選択（以下同じ。）
機関区分①：地方公共団体
機関区分②：都道府県名
機関名：機関名を選択
機関の分類：取りまとめ都道府県or情報照会者等

申請書を一次審査者（都道府県又はJ-LIS）へ送付する年
月日（西暦）を記入
申請区分は「登録申請」とプルダウンで選択（以下同じ。
（様03-06を除く。））

様式の記入担当者の情報を記入
※記入担当者の異動があっても様式の再提出は不要（以下
同じ。）

責任体制を役職名まで記入
①情報システム責任者
情報提供ネットワークシステムに接続するシステムに係

る設計開発・セキュリティ関係の総括的な責任者（各機関
の情報セキュリティポリシー等において情報セキュリティ責
任者等の職にある者（例：情報政策担当部長）を充てるの
が望ましい。）
②情報システム管理者
情報提供ネットワークシステムに接続するシステムに係

る設計開発・セキュリティ関係の総括的な管理者（各機関
の情報セキュリティポリシー等において情報セキュリティ管
理者等の職にある者（例：情報政策担当課長）を充てるの
が望ましい。）
③担当
情報提供ネットワークシステムに接続するシステムに係

る設計開発・セキュリティ関係の総括的に所管する担当課
室及び係名注：様式の色分けについて

黄・・・手入力 青・・・プルダウン 赤：自動入力
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【接続申請様式】 連絡窓口登録（変更）申請書

連絡窓口責任者は、セキュリティポリシー等において定めて
いる場合を除き、責任体制において登録した情報システム責
任者を登録することを想定

連絡先は、セキュリティポリシー等において定めている場合
を除き、責任体制において登録した情報システム責任者の所
管部署（一般的には番号制度担当課又は情報政策課を想
定）の職員に優先順位を付けて記入

【通常連絡先】
平日日中の連絡先として登録し、情報共有サイトに連絡先

として登録され、共有されることから、部署・係等の直通電話
番号を記入すること。
また、メールアドレスは、個人のメールアドレスの他、日常

的に使用してる場合には課室等の共有メールアドレスを記入
しても差し支えない。

【緊急連絡先（平日夜間・休日等）】
平日日中以外の連絡先として登録することから、公用携帯

電話又は担当者の携帯電話の電話番号・メールアドレスを記
入すること。
また、平日夜間連絡先と休日等の緊急連絡先を分けていな

い場合は、同一の連絡先を記入しても差し支えない。
なお、緊急連絡先は、情報共有サイトにおいて共有しない。
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【接続申請様式】 安全管理措置確認結果報告書

責任体制登録様式に記入した情報シス
テム責任者と同一の者を記入

※ 安全管理措置に関する資料は、22、23ページを参照してください。
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【接続申請様式】 接続開始（再開）申請書

自動入力

所在地住所には本庁の住所を記入

自動入力

記入不要

接続申請において添付する申請書の欄にチェックを入れること。
※原則として「その他」以外全ての項目にチェックを入れること。
（ただし、条例連携を行わない場合は「様03-09」はチェックしな
いこと。）

※「その他」は申請書に別紙を添付する場合にチェックを
入れること。

（添付ファイルが想定される事例）
○ 情報連携の対象となる事務・特定個人情報を委任を

行っているため、根拠条例等を提出する場合
○ 情報連携の対象となる事務に係るPIA評価書について

特定個人情報保護評価WEBに掲載していないため、
特定個人情報保護評価書を提出する場合

自動入力

申請者の情報は、申請ワークフローシステムにより自動で入力
されるため、記入不要

地方公共団体（後期高齢者広域連合を除く。）は、インターフェイ
スシステム集約ASPを利用するので必ずチェックを入れること。

有効開始日は、空欄とするまた、機関の廃止が決まっている場
合を除き、有効終了日未定にチェックを入れること。

申請区分は「接続申請」とプルダウンで選択
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【接続申請様式】 申請前情報選択画面 （画面イメージ）

本画面は、入力支援ツールとして
利用することとする予定です。

法令上、情報提供を行う特定個人情報について、
委任等により情報提供を行わない場合、「情報提供
を行わない」欄にチェックを入れること。
また、受任・委任関係がある場合、状況に応じて、

「受任により情報提供を行う特定個人情報」又は「委
任した特定個人情報」欄にチェックを入れること。

法令上、情報照会が認められる事務のうち、情報
照会を行わない事務がある場合は、「情報照会を行
わない」欄にチェックを入れる。
また、受任事務である場合は、「受任事務」欄に

チェックを入れること。

機関種類及び機関種類の選択で一意に確定しない
情報連携の対象となる事務（福祉事務所を設置して
いる町村/生活保護法による保護の決定等に関する
事務（番号法別表第２の26項）など）を選択して「事
務選択」ボタンを押下すると「情報照会を行う事務」と
「情報提供を行う特定個人情報」が表示される。

上記の選択が完了した時点で、作成する申請書を
選択し「様式作成ボタン」を押下
選択された情報が反映（自動入力）された該当様

式が生成される。
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【接続申請様式】 申請前情報選択画面（画面イメージ）

申請前情報
選択画面

様式03-07

様式03-08

様式03-09

（１）情報照会を行う
事務情報

（２）情報提供を行う
特定個人情報

自
動
作
成

（１）情報照会事務に
関する委任情報

（３）特定個人情報の情報
提供に係る受任情報

（１）情報連携を行う
独自利用事務

（２） 特定個人情報の情報
提供に係る委任情報
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【接続申請様式】 情報連携事務・特定個人情報の登録（変更）申請書①

（１） 情報照会を行う事務情報 申請番号は自動で入力されるため、記入
不要（以下同じ。）

申請前情報選択画面で
選択した事項が

自動入力

「別表二項番・事務名」
申請前情報選択画面で選択した事項が自動表示される。

「申請区分」
「登録」を選択する。

「特定個人情報保護評価（PIA）」関係
PIAの実施状況については、実施している場合には「空欄」、未実施の場合は「保有する特定個人情報ファイル1000人未満」又は「そ

の他」を選択し、「その他」を選択した場合には、具体的な理由を記入

PIAを実施している場合には、該当する全ての特定個人情報保護評価書の評価書番号及び評価書名を記入すること。また、個人情
報保護委員会が設置している特定個人情報保護評価WEBにおいて特定個人情報保護評価書を公開していない場合には、当該特定
個人情報保護評価書を添付すること。
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【接続申請様式】 情報連携事務・特定個人情報の登録（変更）申請書②

（２） 情報提供を行う特定個人情報

「特定個人情報番号・特定個人情報名」
申請前情報選択画面で選択した事項が自動表示される。

「申請区分」
「登録」を選択する。

「特定個人情報保護評価（PIA）」関係
PIAの実施状況については、実施している場合には「空欄」、未実施の場合は「保有する特定個人情報ファイル1000人未満」又は「そ

の他」を選択し、「その他」を選択した場合には、具体的な理由を記入

PIAを実施している場合には、該当する全ての特定個人情報保護評価書の評価書番号及び評価書名を記入すること。また、個人情
報保護委員会が設置している特定個人情報保護評価WEBにおいて特定個人情報保護評価書を公開していない場合には、当該特定
個人情報保護評価書を添付すること。

申請前情報選択画面で
選択した事項が

自動表示
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【接続申請様式】 申請前情報選択画面（画面イメージ）

申請前情報
選択画面

様式03-07

様式03-08

様式03-09

（１）情報照会を行う
事務情報

（２）情報提供を行う
特定個人情報

自
動
作
成

（１）情報照会事務に
関する委任情報

（３）特定個人情報の情報
提供に係る受任情報

（１）情報連携を行う
独自利用事務

（２） 特定個人情報の情報
提供に係る委任情報
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【接続申請様式】
情報照会事務委任情報・情報提供事務委任情報の登録（変更）申請書 ①

【委任された事務の記入方法】「別表第二項番」欄～「事務手続で利用する特定個人情報名」欄
申請前情報選択画面で選択した事項が自動表示される。
当該事務に係る個別の手続の委任情報についてはプルダウンで選択する。
※申請区分は「登録」を選択する。

【委任根拠の記載】「委任の根拠となる法令」欄～「委任元機関による確認」欄
委任の根拠となる法令は、地方自治法に基づく場合にはプルダウンで該当条文を選択し、法令の規定に基づく条例、規則、

規約等（受任を受けた事務の範囲を明確にしている規定）を添付すること。また、委任元の機関も選択することとなるが、委任
元が複数ある場合（複数の構成市町村の情報連携の対象事務を共同処理している一部事務組合など）については、全ての
委任元を選択すること。
委任元機関までの入力が終了したら委任元機関に対して、記載内容の確認を行い、チェックを入れること。

※ 委任が複層に渡り行われている場合（例：地方税徴収事務を都道府県Aから市町村Bへ委任し、さらに市町村において当
該事務を一部事務組合Cで共同処理している場合など）には、実際に情報連携を行う機関（例の場合だと一部事務組合C）
が、全ての委任の根拠規定を申請する（例の場合、B→Cへの委任根拠だけではなく、A→Bへの委任根拠についても申請
する。）。

（１） 情報照会事務に関する委任情報

申請前情報選択画面で選択した事項が
自動表示
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【接続申請様式】
情報照会事務委任情報・情報提供事務委任情報の登録（変更）申請書 ②

（２） 特定個人情報の情報提供に係る委任情報

【特定個人情報を提供する事務を委任している場合の記入欄】
特定個人情報を提供する事務を委任している場合は、申請前情報選択画面で選択した事項が自動表示されるため、委任

先を選択する。

申請前情報選択画面で選択した事項が
自動表示
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【接続申請様式】
情報照会事務委任情報・情報提供事務委任情報の登録（変更）申請書 ③

（３）特定個人情報の情報提供に係る受任情報

【特定個人情報を提供する事務の委任を受けている場合の記入欄】
特定個人情報を提供する事務を受任している場合は、申請前情報選択画面で選択した事項が自動表示されるため、委任

根拠の記入、委任元を選択する。

申請前情報選択画面で
選択した事項が自動表示
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委任・受任関係の申請イメージ

情報提供事務情報照会事務

委任元 委任先

委任根拠条例等提供

委任情報確認依頼

総務省

受任
情報

申請

委任元 委任先

委任根拠条例等提供

総務省

受任
情報

委任
情報

突合

【主な相違点】
・ 情報照会事務は受任情報のみ申請することとなる。
・ 情報提供事務は委任元・委任先ともに委任受任情報を申請し、突合する。
・ 情報照会事務・情報提供事務ともに委任の根拠条例等は委任先（事務を行う者）が申請する。

情報連携の対象となる事務の委任・受任関係の申請イメージ
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○ 情報連携の対象となる事務の委任の主な根拠となる類型については次のとおりとなる。
○ 都道府県→市町村や市町村→一部事務組合といった一対一の委任関係ではなく、都道府県→市町村→一部事務組合などと

いった委任関係が複層的になっている場合があるので、委任関係の整理の際は、十分に注意すること。

○ また、法令の規定によらず、要綱、通知等により委任を行っている場合は、委任先において情報提供ネットワークシステムを
利用することができない点に注意すること。

♯ 委任の類型 法令・条例、規則、規約等 例

１

 長の事務の委員会への
委任

 委員会の事務の長への
委任

地方自治法第180条の２及び委任事
務を明示している規則等
地方自治法第180条の７及び委任事
務を明示している規則等

A市の首長部局の事務XをA市の教育委員会へ
委任し、事務XをA市教育委員会で行う場合

２

 長の事務の委員会への
補助執行

 委員会の事務の長への
補助執行

地方自治法第180条の２及び補助執
行事務を明示している規則等
地方自治法第180条の７及び補助執
行事務を明示している規則等

A市の教育委員会が、事務XをA市の首長部局に
補助執行させ、事務XをA市首長部局で行う場合

３ 事務の委託
地方自治法第252条の14及びこの規
定に基づく規約

協議により規約を定め、B市の事務XをA市に委
託し、事務XをA市で行う場合

４ 事務処理特例
地方自治法第252条の17の２及びこ
の規定に基づく条例

C県の権限に属する事務Xを、権限を移譲し、事
務Xを域内のA市で行う場合

５ 事務の共同処理
地方自治法第284条及び関係地方公
共団体が定めた規約

A市、B市、C県が協議の上、規約を定め、事務X
をD一部事務組合において、共同処理する場合

※ 上記の類型は、個人番号利用事務の委任の主な類型を表したものであり、これら以外にも委任の類型はあり得る。

情報連携事務に係る委任の主な法令上の根拠
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【接続申請様式】 申請前情報選択画面（画面イメージ）

申請前情報
選択画面

様式03-07

様式03-08

様式03-09

（１）情報照会を行う
事務情報

（２）情報提供を行う
特定個人情報

自
動
作
成

（１）情報照会事務に
関する委任情報

（３）特定個人情報の情報
提供に係る受任情報

（１）情報連携を行う
独自利用事務

（２） 特定個人情報の情報
提供に係る委任情報
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様03-09　１.情報連携を行う独自利用事務情報

項
番

事例番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

申請番号

独自利用事務名

【接続申請様式】
独自利用事務に関する情報連携事務の登録（変更）申請書

申請前情報選択画面で
選択した事項が自動表示

独自利用事務に関する申請は、
個人情報保護委員会への

届出内容と必ず一致させること

情報提供ネットワークシステム運営主体　宛

独自利用事務に関する情報連携事務の登録（変更）を申請します。

 機関の分類

 機関の区分①

 機関の区分② 

 機関名

独自利用事務に関する情報連携事務の登録（変更）申請書様03-09

申請年月日
（YYYY/MM/DD)

申請区分

 申請者部署名

 申請者職名

 申請者氏名

機関情報
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【接続申請様式】 審査者記入欄（各様式共通）

申請番号

一次審査コメント一次審査結果

二次審査結果 二次審査コメント

 一次
審査者

機関名

部署名

氏　名

【 以下は審査者入力欄のため記入不要 】

【申請番号】・・・・・・・・・・・・申請番号を手入力
【一次審査者】・・・・・・・・・・・一次審査を行った担当者の所属、氏名を入力
【審査結果（一次・二次）】・・・・・「承認」又は「否認」をプルダウンで選択入力
【審査コメント（一次・二次） 】 ・・審査結果が「否認」の場合、否認とした具体的な理由を記入

申請者は審査者記入欄に、なにも入力しないこと
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安全管理措置の概要①

安全管理措置 概要

１．安全管理措置の基本的枠組み ・各機関において、情報セキュリティポリシー及び関係規定等が適切に定められ、
当該規定等に基づき責任体制や報告体制などが整備されていることの確認

・情報セキュリティポリシー及び関係規定等が適正に運用されていることの点検
や見直しが行われていることの確認

【重点報告事項】
○責任体制の整備 ○報告体制の整備 ○インシデントへの対応 等

２．外部委託 ・各機関において情報システムに係る外部委託を行うに当たり、業者の選定基準や
契約事項について、以下のような項目が規定に定められていることの確認
ⅰセキュリティ水準を評価することになっているか
ⅱ情報の目的外使用の禁止や情報セキュリティ対策の履行状況を確認等を行う
ことになっているか

【重点報告事項】
○業者の選定基準の規定 ○情報セキュリティ対策の履行状況の確認 等

３．情報システムのライフサイクル ・情報資産の整理を行うとともに、情報システムに係る文書の整備及び取扱いに
係る規定の整備についての確認

・情報システムに係る計画、構築、運用、廃棄までのライフサイクルに合わせた
運用が適切に行われていることの確認

【重点報告事項】
○文書の適正な取り扱い ○保守作業の確認 ○情報セキュリティ対策の見直し 等
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安全管理措置の概要②

安全管理措置 概要

４．情報システムのセキュリティ要件 ・情報システムに係る設備等の物理的対策、IDやパスワードの管理方針等の人的
対策、主体認証やウィルス対策などの不正プログラム対策等の技術的な対策に
ついて機関規模や状況に応じ適切になされていることの確認

【重点報告事項】
○主体認証 ○アクセス制御 ○不正プログラム対策 等

５．情報システムの構成要素 ・サーバや端末において、不要なソフトウェアの削除や廃棄時におけるデータの消去
等を機関規模や状況に応じ適切に行っているかの確認

・インターネットと業務システムとの通信の分離や通信の暗号化等の通信回線に
おける対応等を機関規模や状況に応じ適切に行っているかの確認

【重点報告事項】
○通信回線に係る対策 ○フリーメールの禁止 ○時刻同期 等
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情報提供ネットワークシステム接続運用規程

接続運用実施要領

・住基ネット向け

・監視・監督システム向け

・マイナポータル向け

【告示】

・電気通信回線を通じた送信又は電磁的記録媒体の送付の方法及び情報提供ネットワークを使用した送信の方法に関する技術的基準（平成27年総務省告示第401号）

安全管理措置（接続運用規程別紙２）

情報提供ネットワークシステムに接続する機関（地方
公共団体含む）が接続にあたって遵守すべき事項をま
とめたもの

地方公共団体向け申請の手引き

情報提供ネットワークシステムへの接続申請に当たり、地方公共団体
において、最低限行うべき事項をまとめた手引書

※ この手引書は、情報提供ネットワークシステム接続運用規程、接続
運用実施要領（情報照会者等向け）等の記述から、接続申請に関し、
最低限必要となる記述を引き抜き構成したものであるので、規程等
の内容について情報連携の開始までに必ず確認すること。

【法令】

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行令（平成26年政令第155号）

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の規定による通知カード及び個人番号カード並びに情報提供ネットワークシステムによる

特定個人情報の提供等に関する省令（平成26年総務省令第85号）

情報提供ネットワークシステム関係のドキュメント体系

接続運用実施要領（情報照会者等向け）

接続運用に当たって必要となる作業の実施
に係る要領（申請書作成要領等）

補完

安全管理措置解説資料

（地方公共団体向け申請の手引き 別紙）

安全管理措置において求めている具体的な取組についてまとめたもの

補完

情報提供ネットワークシステム・インターフェイスシステム集約ASP-

地方公共団体情報連携中間サーバーシステム接続実施要領（案）
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